
板橋区認定こども園施設整備補助金交付要綱 
平成３１年２月１日区長決定 

 
（目的） 
第１条 この要綱は、板橋区内にある認定こども園の設置者が、東京都認定こども園施設整備補助金交付

要綱（平成２７年９月１日付け２７生私振第４９０号生活文化局長決定。以下「都要綱」という。）

を活用して整備する事業に対し、子どもを安心して育てることができるよう施設整備を促進する

ことを目的として、区が予算の範囲内において交付する補助金について、必要な事項を定めるも

のとする。 
 

（補助事業） 
第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、次に掲げるものとする。 
（１） 認定こども園施設整備事業 
     学校法人又は社会福祉法人が設置する認定こども園の幼稚園部分等の新設、修理、改造（整備

内容の詳細は都要綱別表１のとおり） 
（２） 認定こども園開設準備経費補助事業 
     幼保連携型認定こども園及び幼稚園型認定こども園に係る開設準備経費（原則として、国庫

補助金等、国からの財政支援がある場合を除く。） 
（３） 防犯対策整備事業 
     学校法人又は社会福祉法人が設置する幼稚園型認定こども園の防犯対策整備（整備内容の詳

細は都要綱別表１のとおり） 
 
（補助対象施設） 
第３条 補助金の交付の対象となる施設は、次に掲げるものとする。 
（１） 認定こども園施設整備事業 
   ア 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律

第７７号。以下「法」という。）第２条第７項に基づく幼保連携型認定こども園において学校と

しての教育を実施する部分 
   イ 法第３条第２項第１号又は第４項第１号に基づく幼稚園型認定こども園を構成する学校教育

法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園 
   ウ 法第３条第２項第２号に基づく保育所型認定こども園の幼稚園機能部分 
（２） 認定こども園開設準備経費補助事業 
   ア 法第２条第７項に基づく幼保連携型認定こども園 

イ 法第３条第２項第１号又は第４項第１号に基づく幼稚園型認定こども園を構成する学校教育

法第１条に規定する幼稚園 
（３） 防犯対策整備事業 
   ア 法第３条第２項第１号又は第４項第１号に基づく幼稚園型認定こども園 
 



（補助対象事業者） 
第４条 この要綱に基づく補助金の交付対象者は、前条に定める施設を整備する設置者のうち、申請日現
在、法人住民税を滞納していないものとする。 

 
（補助対象経費） 
第５条 補助金の交付の対象となる経費は、補助事業に係る経費で都要綱別表２によるものとする。た

だし、他の補助金の対象となるものを除く。 
２ 次に掲げる費用については交付の対象としないものとする。 
（１） 土地の買収又は整地に要する費用 
（２） 既存建物の買収（既存建物を買収することが建物を新築することより効率的であると認められ

る場合における当該建物買収を除く。）に要する費用 
（３） 職員の宿舎に要する費用 
（４） 第２条に規定する補助事業以外を目的とした整備に要する費用 
（５） その他認定こども園の施設整備として適当と認められない費用 
 
（補助金の交付額） 
第６条 補助金の交付額は、次の各号に定める額とする。 
（１） 第２条第１号の事業 東京都の当該年度の東京都認定こども園施設整備補助金実施要領（以下

「都要領」という。）第２の１に基づき算定した基準額を選定額とし、これに１．５を乗じて得た額

（１，０００円未満切り捨て） 
（２） 第２条第２号の事業 都要領第２の２に基づき算定した基準額を選定額とし、これに２を乗じ

て得た額（１，０００円未満切り捨て） 
（３） 第２条第３号の事業 都要領第２の３に基づき算定した基準額を選定額とし、これに１．５を乗

じて得た額（１，０００円未満切り捨て） 
２ 前項の規定にかかわらず、都の決定額が選定額を下回った場合は、決定額を選定額とし、前項に定め

る乗数を乗じて得た額を交付額とする。 
 
（補助金の交付申請） 
第７条 補助金の交付を受けようとする者は、申請書（別記第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて区

長に提出しなければならない。 
（１） 事業計画書 
（２） 見積書及び内訳書の写し 
（３） 当該事業に関する収支予算書（又は見積書）抄本 
（４） 工事関係図面一式 
（５） 直近の法人住民税の領収書の写し又は納税証明書（非課税の場合は申告書（控）の写し、免除の

場合は免除決定通知書の写し） 
（６） 前各号に掲げるもののほか区長が必要と認める書類 
 



（補助金の交付の決定及び通知並びに事情変更による決定の取消） 
第８条 区長は、補助金の交付の適否を決定したときは、速やかに交付決定通知書（別記第２号様式）又

は却下通知書（別記第３号様式）により申請した者に通知するものとする。 
２ 区長は、前項の決定をする場合において、必要に応じ条件を付すことができる。 
３ この補助金の交付決定後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、区長は、交付の決定の全

部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。 
 
（補助金の申請の取下げ） 
第９条 補助金の交付を申請した者は、前条の決定に異議があるときは、申請取下げ書（別記第４号様

式）により申請を取り下げることができる。 
 
（補助事業の完了時期） 
第 10 条 補助事業者（第８条第１項の規定により補助金の交付の決定を受けた者をいう。以下同じ。）
は、補助事業（当該事業が複数年にわたる場合は、各会計年度分の事業とする。以下同じ。）を、当該

年度の３月３１日までに完了しなければならない。 
 
（事故報告） 
第 11条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業そのものの遂行が困難
となった場合は、速やかにその理由及び遂行の見通し等を書面により区長に報告し、その指示を受けな

ければならない。 
 
（状況報告） 
第 12条 補助事業者は、補助事業の円滑適正な執行を図るため、必要に応じ補助事業の遂行状況につい
て、区長に報告しなければならない。 

 
（事業計画の変更） 
第 13条 補助事業者は、事業の計画を変更し、又は廃止しようとするときは、事業計画変更、廃止承認
申請書（別記第５号様式）を区長に提出しなければならない。ただし、軽微なものについては、この限

りではない。 
２ 区長は、前項に定める申請書の提出があったときは、申請の内容を審査し、適当と認めたときは変更

を承認し、交付決定変更通知書（別記第６号様式）により、また変更を承認しないときはその旨を補助

事業者に通知するものとする。 
３ 区長は、事業計画の変更の承認をする場合においては、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は条

件を付すことができる。 
 
（補助事業の遂行命令） 
第 14条 区長は、補助事業が補助金の交付の決定の内容、又はこれに付した条件に従って遂行されてい
ないと認めるときは、補助事業を遂行すべきことを命ずることがある。 



２ 前項の命令に違反したときは、区長は、補助事業の一時停止を命ずることができる。 
 
（実績報告） 
第 15 条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、速やかに補助事業実績報告書（別記第７号様式）
を区長に提出しなければならない。第 13条により補助事業の変更又は廃止の承認を受けた場合もまた
同様とする。 
２ 前項の規定にかかわらず、第 11条の規定に基づき区長の承認を受け、補助金の交付の決定に係る会
計年度が終了したときは、補助事業者は、速やかに補助事業実績報告書を区長に提出しなければならな

い。 
 
（補助金の額の確定） 
第 16条 区長は、前条の規定に基づく実績報告を受けた場合においては、実績報告書の審査及び必要に
応じて行う現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれ

に付した条件に適合するものであるかどうか調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額

を確定し、交付額確定通知書（別記第８号様式）により通知する。 
 
（補助金の交付の請求） 
第 17条 前条の規定により、補助金の額の確定を受けた者は、補助金交付請求書（別記第９号様式）を
区長に提出しなければならない。 
２ 区長は、前項の規定に基づき補助金の請求を受けたときは、速やかに支払うものとする。 
 
（是正のための措置） 
第 18条 区長は、第 16条の規定により、調査の結果、補助事業の成果が補助金の交付の決定内容及び
これに付した条件に適合しないと認めるときは、補助事業につき、これに適合させるための処置をとる

べきことを命ずることができる。 
２ 第 15条の規定による実績報告は、前項の命令により必要な処置をした場合においてもこれを行わな
ければならない。 

 
（決定の取消し） 
第 19条 区長は、補助金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当したときは、補助金の交付の
決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
（１） 偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 
（２） 補助金を他の目的に使用したとき。 
（３） 補助金の交付の内容又はこれに付した条件その他法令に違反したとき。 
２ 前項の規定は、第 16条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後においても適用する。 
 
（補助金の返還） 
第 20条 区長は、前条の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助事業の当該取



り消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、その返還を命ずるものとする。 
２ 第 16条の規定により交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が
交付されているときもまた同様とする。 

 
（違約加算金及び延滞金） 
第 21条 補助金の交付を受けた者が、前条の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消さ
れ、その返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、

当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を控除した額）

につき年１０．９５パーセントの割合で計算した違約加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付し

なければならない。 
２ 補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌

日から納付の日までの日数に応じ、その未納額につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金

（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 
３ 前２項に規定する年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても３６５日当たりの割合とする。 
４ 第１項又は第２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、違約加算金又は延滞

金の全部若しくは一部を免除することができる。 
 
（補助金の交付の制限） 
第 22条 区長は、第 20条の規定により補助金の返還を命じたものに対しては、その返還が完了してか
ら３年間は新たに補助を行わないものとする。ただし、区長が特に必要と認めたときはこの限りでな

い。 
 
（財産処分等の制限） 
第 23条 補助金の交付を受けた者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及び従物並び
に価格が単価５０万円以上の機器及び器具については、「補助事業等により取得し、又は効用の増加し

た財産の処分制限期間」（平成２０年７月１１日付厚生労働省告示第３８４号）に定める期間を経過す

るまで、区長の承認を受けないでこの補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならない。 
２ 賃借している建物について補助金を交付した場合において、補助金の交付を受けた者が補助事業に

より取得したもの又は効用の増加した部分につき、造作買取請求権その他の権利が生じたときは、その

処理につき区長の承認を受けなければならない。 
３ 区長の承認を受けて前２項に規定する財産を処分することにより収入があった場合には、その収入

の全部又は一部を区に納付させることがある。 
 
（財産の管理義務） 
第 24条 補助金の交付を受けた者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事
業完了後においても善良な管理者の注意を持って管理するとともに、その効率的な運用を図らなけれ

ばならない。 



 
（開設準備経費の返還） 
第 25 条 補助金の交付を受けた者は、認定こども園開設準備経費を交付された認定こども園について、
開設後５年未満に事業を廃止した場合は、第 23条第３項の規定にかかわらず補助金の交付額に以下の
率を乗じた額を返還するものとする。 
  ただし、この返還額と認定こども園開設準備経費に係る第 23条第３項の規定による納付額の合計額
は補助金交付額を上回らないこととする。 

１年未満 
１年以上 
２年未満 

２年以上 
３年未満 

３年以上 
４年未満 

４年以上 
５年未満 

５０％ ４０％ ３０％ ２０％ １０％ 

 
（書類の整備保管） 
第 26条 補助金の交付を受けた者は、補助金と補助事業に係る予算及び決算の関係を明らかにした書類
を整備し、これを事業完了後５年間保管しておかなければならない。ただし、認定こども園開設準備経

費の証拠書類については、１０年間保管しなければならない。 
 
（消費税等に係る仕入控除税額の報告） 
第 27 条 補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告によりこの補助金に係る消費税及び地方消費
税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに仕入控除税額報告書（別記第 10号様式）により区
長に報告しなければならない。 
２ 設置者が全国的に事業を展開する組織の一支部、一支社、一支所等であって、自ら消費税及び地方消

費税の申告を行わず、本部、本社、本所等（以下この項において「本部等」という。）で消費税及び地

方消費税の申告を行っている場合は、本部等の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行うものと

する。 
３ 前２項に係る報告が区長にあった場合は、区長は、当該仕入控除税額の全部又は一部を区に納付さ

せることがある。 
 
（その他必要な事項） 
第 28条 この要綱の施行について必要な事項は区長が定める。 
 
（補則） 
第 29条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に必要な事項については、東京都板橋区補助
金交付規則(昭和 42年板橋区規則第３号)の定めるところによる。 

 
付 則 
１ この要綱は、平成３１年２月１日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 
付 則 
１ この一部改正は、決定の日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 



第１号様式（第７条関係） 
年   月   日 

 
（宛先）板 橋 区 長 
 

所在地 
名 称 
代表者職氏名         
 

板橋区認定こども園施設整備補助金交付申請書 
 

板橋区認定こども園施設整備補助金を交付願いたく関係書類を添えて申請します。 
 

記 
 
１ 対象施設名及び所在地 
 
２ 対象事業 
（１） 認定こども園施設整備事業 
 （２） 認定こども園開設準備経費補助事業 
 （３） 防犯対策整備事業 
 
３ 申請金額 

金              円 
４ 内訳 
（１） 認定こども園施設整備事業 
ア 基準額         円 
イ 対象経費の実支出見込み額         円×１/２ =         円 
ウ 選定額         円×補助率１．５  ＝       円（千円未満切捨て） 

（２） 認定こども園開設準備経費補助事業 
ア 基準額         円 
イ 対象経費の実支出見込み額         円×１/４ =         円 
ウ 選定額         円×補助率２ =         円（千円未満切捨て） 

（３） 防犯対策整備事業 
ア 基準額         円 
イ 対象経費の実支出見込み額         円×１/２ =         円 
ウ 選定額         円×補助率１．５  ＝       円（千円未満切捨て） 
 



５ 関係書類 
・ 事業計画書 
・ 見積書及び内訳書の写し 
・ 当該事業に関する収支予算書（又は見積書）抄本 
・ 工事関係図面一式 
・ 法人住民税の領収書の写し又は納税証明書。ただし、非課税の場合は申告書（控）の写し、免除の

場合は免除決定通知書の写し（いずれも直近のもの） 
 
※対象事業以外の行は削除して使用すること 
 
 
 
  



第２号様式（第８条関係） 
 

第     号 
 

所在地 
名 称 
代表者職氏名 
 

板橋区認定こども園施設整備補助金交付決定通知書 
 

年  月  日付けで申請のあった板橋区認定こども園施設整備補助金を下記により交付しま
す。 

 
年  月  日 
板橋区長        
 

記 
１ 交付金額 

金                 円 
（内訳）認定こども園施設整備事業              円 

認定こども園開設準備経費補助事業          円 
防犯対策整備事業                  円 

 
２ 対象施設及び対象事業 
 
 
３ 補助条件 
・ 補助金は、実績報告に基づき補助事業の完了の認定を行った後に交付する。 
・ この補助金は、補助事業以外の用に使用してはならない。 
・ 補助事業を変更し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ事業計画変更又は廃止承認申請書を区
長に提出すること。 
・ 次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、すでに交付した補助金の全部又は一部の返還を命ず
ることがある。 
ア 不正又は虚偽の申請により補助金の交付を受けたとき。 
イ 補助事業以外に使用したとき。 
ウ 事業の計画を縮小し、又は廃止したとき。 
エ 区長の指定する交付の条件に違反したとき。 

・ 補助事業が終了した後は、速やかに区長の指定する事業報告書を提出すること。 



 
４ 申請の取り下げ 
申請者は、この交付の決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、この交付の決定の通

知を受領後１４日以内に、申請の取り下げをすることができる。 
  



第３号様式（第８条関係） 
第      号 
年  月  日 

 
           様 
 

板橋区長        
 

補助申請却下通知書 
 

年  月  日付けで申請のあった板橋区認定こども園施設整備補助金については、下記の
理由により却下することに決定したので通知します。 

 
記 

 
却下理由 
  



第４号様式（第９条関係） 
年   月   日 

 
（宛先）板 橋 区 長 
 

所在地 
名 称 
代表者職氏名         
 

補助申請取下げ書 
 

年   月   日付け     第     号で決定のあった板橋区認定こども園施設整備
補助金について、下記の理由により申請を取り下げます。 

 
記 

 
取下げ理由 
 
 
  



 
第５号様式（第 13条関係） 

年   月  日 
（宛先）板 橋 区 長 

所在地 
名 称 
代表者職氏名         
 

変 更 
事業計画       承認申請書 

廃 止 
 

年   月   日付け      第    号をもって補助決定された事業の 
変 更 

  をしたいので、承認されたく次の理由を付して申請します。 
廃 止 

 
変 更 

1      理 由 
廃 止 

 
 
 
 
 
 
２ 計画変更の場合は、計画変更後の事業計画書及び収支予算書を添付すること。 
 
 
 
  



第６号様式（第 13条関係） 
 

第     号 
年   月   日 

          様 
 

板橋区長 
  

板橋区認定こども園施設整備補助金交付決定変更通知書 
 

年   月   日付け事業計画変更承認申請については、下記のとおり変更すること
に決定したので通知します。 

 
記 

 
１ 補助金額       金          円 
（変更前補助金額）   （金          円） 
 
２ 交付条件 
（１）要綱に基づき、申請書の内容に従って工事を行うこと。 
（２）完了検査に合格すること。 
（３）その他特記事項 
  



第７号様式（第 15条関係） 
年   月   日 

（宛先）板 橋 区 長 
 

所在地 
名 称 
代表者職氏名                    
 

補助事業実績報告書 
 

年   月   日付け      第    号で決定のあった板橋区認定こども園施設整備 
補助金補助事業を別紙のとおり実施しましたので、関係書類を添えて報告します。 

 
記 

 
１ 対象施設及び対象事業 
 
 
２ 事業実施期間 

年   月   日 ～     年   月   日 
 
３ 添付書類 
・建築確認・検査済証、消防検査済証（写） 
・完成写真 
・清算書（契約一覧） 
・契約関係書類（契約ごと） 
   ・契約書 
   ・完了写真 
   ・領収書 
・工事図面 

 
 
  



第８号様式（第 16条関係） 
第    号 

 
所在地 
名 称 
代表者職氏名           
 

板橋区認定こども園施設整備補助金交付額確定通知書 
 

年   月   日付けの補助事業実績報告書に基づき、板橋区認定こども園施設整備補助金
の額が確定したので、下記により交付します。 

 
年   月   日 
板橋区長        

 
記 

 
１ 補助金確定額 

金           円 
 

２ 内訳 
認定こども園施設整備事業                円 
認定こども園開設準備経費補助事業            円 
防犯対策整備事業                                     円 
 
※ 申請者は、この交付の内容に異議があるときは、この確定額通知書を受けとった日から起算して
１４日以内に、申請の取り下げをすることができる。 

 
 
  



第９号様式（第 17条関係） 
 
 

補助金交付請求書 
 
 

金           円 
 

ただし、     年   月   日付け      第    号で交付額確定通知のあった 
板橋区認定こども園施設整備補助金として上記の金額を請求します。 
 

年   月   日 
 
所在地 
名 称 
代表者職氏名          
 
 

（宛先）板 橋 区 長 
  



第 10号様式（第 27条関係） 
 

年   月   日 
 
（宛先）板 橋 区 長 
 

所在地 
名 称 
代表者職氏名         
 

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 
 

年   月   日付      第     号で確定を受けた認定こども園施設整備補助
事業について、板橋区認定こども園施設整備補助金交付要綱の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 
記 

 
１ 補助金額 

 
金           円 

 
２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額 
（要補助金返還額） 

 
金           円 

 
３ 添付書類 
・ ２の消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額に係る確定申告の写し 
（確定申告後に修正申告等を行った場合にはその修正申告の写し等） 
・ ２の消費税及び地方消費税額に係る仕入控除税額の積算内訳など 
 


